
22.　7.　15

◆東久留米市の行政相談…小山正勝氏（小山、緯４７１・３９５５）▽篠宮松美氏（南町、緯４６５･１８３９）▽岡部佳子氏（幸町、緯４７４・０３７９）

《直接会場へどうぞ》

会　場相　談　員相　談　日　時相　談　名

市役所１階
相談室

知的障害者相談員１１日（水）午前１０時～正午知的障害者相談

身体障害者相談員１３日（金）午前１０時～正午身体障害者相談

さいわい福祉
センター

さいわい福祉
センター指導員

平日の午前９時～午後５時
※電話相談も可緯４７７・２７１１

心身障害者（児）
相 談

市役所１階
ワークコーナー

ハローワーク
三鷹職員

開庁日の
午前９時～午後５時職 業 相 談

生活文化課
（市役所２階）消費生活相談員平日の午前１０時～午後４時

※電話相談も可緯４７３・４５０５消 費 者 相 談

《訪問します》

ご自宅助産師・保健師訪問希望の方は健康課保健
サービス係緯４７７・００２２

妊 婦 訪 問

赤 ち ゃ ん 訪 問

《事前に電話でご予約を》

会　場予 約 開 始 日 等相　談　員相　談　日　時相　談　名

市役所
２階
相談室

午前８時半 
から電話で 
生活文化課
緯４７０・７７７７

（代）

７月２９日（木）
弁護士

いずれも水曜
日午前１０時か
ら

４日・１１日
法 律 相 談

８月１２日（木）１８日・２５日

８月１９日（木）弁護士２５日（水）午後１時から交通事故相談

東久留米市 
商工会館

前日までに東久留米市商工
会緯４７１・７５７７

市商工会
経営指導員

平日の
午前１０時～午後４時経 営 相 談

男女平等
推進

センター

午前９時から
電話で男女平
等推進センタ
ー
緯４７２・００６１

７月１６日（金）
女性

カウンセラー
いずれも月曜
日午後１時半
～４時半

２日・９日
女性の悩みごと
相 談 ７月３０日（金）１６日・２３日

・３０日

７月２３日（金）女性弁護士６日（金）午前９時半～
午後零時半

女性弁護士による
法 律 相 談

市役所１階
屋内ひろば

前日までに同協会事務局・桑原
建築設計事務所緯４７６・１５１５

東久留米
建築設計協会

４日（水）
午後２時～５時耐 震 相 談

中央相談室緯４７３・３６６７
（成美教育文化会館内教育センター）

教育相談員
午前１０時～
午後５時
※電話相談も可

火曜～土曜日
教 育 相 談 室

滝山相談室緯４７５・８９０９
（西中学校隣）月曜～金曜日

子育て支援課緯４７０・７７３６母子自立支援員開庁日母 子 相 談

８月の お気 軽にお気 軽に
　 無 料 相 談無 料 相 談
お気 軽にお気 軽に
　 無 料 相 談無 料 相 談
お気 軽に
　 無 料 相 談

　※東久留米市社会福祉協議会では、市民ボランティア相談員による、電話なんでも
相談緯４７４・４２９４を月曜・水曜・金曜日の午前１０時～午後４時に行っています。
　※東京都でも、交通事故相談緯０３・５３２０・７７３３やヤミ金被害者相談緯０３・５３２０・
４７２７を行っています。予約制でなく当日受け付けのため、詳しくはお問い合わせを。

～国民健康保険
の主な事業～

シリーズ②

険険保保康康健健民民国国

新
た
に
受
給
の
対
象
に

な
る
場
合
も
あ
り
ま
す

　

こ
れ
ま
で
所
得
超
過
に
よ
り
、

義
務
教
育
就
学
児
医
療
費
助
成

（
小
・
中
学
生
）
の
対
象
と
な
ら

な
か
っ
た
家
庭
で
も
、　

年
度（　

２２

２１

年
分
）
に
所
得
の
減
少
・
扶
養
家

族
の
増
加
・
国
民
年
金
か
ら
厚
生

年
金
へ
の
変
更
な
ど
が
あ
っ
た
場

合
は
、　

月
か
ら
受
給
対
象
と
な

１０

る
場
合
が
あ
り
ま
す
。
所
得
制
限

表
（
下
表
参
照
）
を
確
認
の
上
、

新
た
に
対
象
と
な
る
こ
と
が
見
込

ま
れ
る
方
は
、
９
月
末
ま
で
に
申

請
を
し
て
く
だ
さ
い
。

　
【
ご
注
意
】乳
幼
児
医
療
費
助
成

お
よ
び
子
ど
も
手
当
は
所
得
制
限

が
あ
り
ま
せ
ん
。
ま
だ
申
請
を
し

て
い
な
い
方
は
、
早
め
に
申
請
を

し
て
く
だ
さ
い

　

※
６
月
に
現
況
届
を
提
出
し
た

方
は
新
規
申
請
の
必
要
は
あ
り
ま

せ
ん
。

新
規
申
請
に
必
要
な
も
の

◎
乳
幼
児
・
義
務
教
育
就
学
児
医

療
費
助
成

　

①
健
康
保
険
証
の
写
し
（
申
請

者
と
対
象
児
童
の
も
の
）
②
認
め

印
③　

年
１
月
２
日
以
降
に
東
久

２２

留
米
市
に
転
入
し
た
方
は
、　

年
２２

１
月
１
日
在
住
の
市
区
町
村
長
の

発
行
す
る
「
平
成　

年
度
（
平
成

２２

　

年
分
）
所
得
証
明
書
」

２１◎
子
ど
も
手
当

　

①
健
康
保
険
証
の
写
し
（
受
給

者
の
も
の
）
②
受
給
者
名
義
の
銀

行
口
座
が
分
か
る
も
の
③
認
め
印

　

詳
し
く
は
子
育
て
支
援
課
緯
４

７
０
・
７
７
３
６
へ
。

　

国
民
健
康
保
険
は
、
法
令
に
よ

り
市
が
保
険
者
と
な
っ
て
事
業
運

営
す
る
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。

　

シ
リ
ー
ズ
２
回
目
の
今
回
は
、

国
民
健
康
保
険
の
主
な
事
業
に
つ

い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

主

な

事

業

　

①
被
保
険
者
資
格
の
管
理

　

国
民
健
康
保
険
に
係
る
加
入
・

脱
退
・
変
更
の
受
け
付
け
や
、
被

保
険
者
証
・
各
種
認
定
証
の
交
付

を
行
い
、
そ
の
被
保
険
者
の
資
格

に
関
す
る
情
報
を
管
理
し
ま
す
。

　

※
東
久
留
米
市
国
民
健
康
保
険

の
被
保
険
者
数
各
年
度
推
移
、
各

種
認
定
証
の
種
類
に
つ
い
て
は
、

左
の
グ
ラ
フ
・
表
を
参
照
く
だ
さ

い
。

　

②
国
民
健
康
保
険
税
の
課
税

　

国
民
健
康
保
険
税
を
課
税
す
る

た
め
の
調
査
や
計
算
を
行
い
、
そ

の
情
報
を
管
理
し
ま
す
。
ま
た
、

納
税
通
知
書
の
発
送
や
課
税
内
容

に
関
す
る
相
談
、
減
免
申
請
の
受

け
付
け
な
ど
を
行
い
ま
す
。

　

③
国
民
健
康
保
険
税
の
収
納

　

国
民
健
康
保
険
税
の
収
納
・
徴

収
事
務
の
ほ
か
、
納
税
情
報
の
管

理
、
相
談
、
滞
納
整
理
、
納
税
証

明
書
の
発
行
な
ど
を
行
い
ま
す
。

　

④
保
険
給
付

　

被
保
険
者
が
医
療
機
関
な
ど
に

受
診
し
た
際
の
費
用
の
う
ち
、
被

保
険
者
本
人
が
医
療
機
関
な
ど
の

窓
口
で
支
払
う
一
部
負
担
金
（
１

～
３
割
）
を
差
し
引
い
た
残
り
の

分
（
９
～
７
割
）

を
市
か
ら
医
療
機

関
へ
支
払
い
ま
す
。

ま
た
、
療
養
費
・

高
額
療
養
費
・
出

産
育
児
一
時
金
・

葬
祭
費
な
ど
の
支
給
事
務
を
行
い

ま
す
。

　

⑤
保
健
事
業

　

特
定
健
康
診
査
・
特
定
保
健
指

導
の
ほ
か
、
特
約
保
養
所
・
元
気

回
復
施
設
な
ど
を
利
用
し
た
保
健

事
業
を
行
い
ま
す
。

　

⑥
事
業
運
営
管
理

　

東
久
留
米
市
国
民
健
康
保
険
運

営
協
議
会
の
開
催
や
、
国
や
都
へ

の
補
助
金
申
請
な
ど
、
事
業
運
営

に
必
要
な
事
務
を
行
い
ま
す
。

　

な
お
、
国
民
健
康
保
険
運
営
協

議
会
と
は
、
法
令
に
よ
り
市
区
町

村
に
設
置
さ
れ
る
市
長
の
諮
問
機

関
で
す
。
事
業
の
運
営
に
関
す
る

重
要
事
項
を
審
議
し
、
特
に
重
要

な
事
項
の
場
合
は
、
市
長
か
ら
の

諮
問
に
つ
い
て
審
議
結
果
を
答
申

し
ま
す
。
審
議
事
項
に
は
国
民
健

康
保
険
特
別
会
計
予
算
や
決
算
に

つ
い
て
な
ど
が
あ
り
ま
す
が
、
特

に
重
要
な
事
項
の
ひ
と
つ
に
「
市

区
町
村
ご
と
に
定
め
て
い
る
国
民

健
康
保
険
税
の
税
率
等
」
が
あ
り

ま
す
。
こ
れ
は
国
民
健
康
保
険
税

が
、
国
民
健
康
保
険
事
業
で
の
主

な
支
出
で
あ
っ
て
、
年
々
増
加
し

て
い
る
保
険
給
付
費
や
後
期
高
齢

者
支
援
金
、
介
護
納
付
金
の
重
要

な
財
源
で
あ
り
、
そ
の
税
率
は
被

保
険
者
に
直
接
影
響
す
る
と
と
も

に
、
国
民
健
康
保
険
の
財
政
運
営
、

ひ
い
て
は
市
の
財
政
運
営
を
も
左

右
す
る
か
ら
で
す
。
ま
た
出
産
育

児
一
時
金
や
葬
祭
費
な
ど
の
任
意

給
付
に
つ
い
て
も
、
特
に
重
要
な

事
項
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

※
保
険
給
付
な
ど
の
各
年
度
推

移
は
、
左
の
グ
ラ
フ
を
参
照
く
だ

さ
い
。

　

◆
次
回
は
国
民
健
康
保
険
特
別

会
計
の
う
ち
、
歳
入
の
各
科
目
の

概
要
や
割
合
な
ど
に
つ
い
て
、
お

知
ら
せ
す
る
予
定
で
す

　

詳
し
く
は
保
険
年
金
課
緯
４
７

０
・
７
７
３
３
へ
。

　

現
在
お
手
元
に
あ
る
乳
幼
児
・

義
務
教
育
就
学
児
医
療
証
の
有
効

期
間
は
、
９
月　

日
ま
で
で
す
。

３０

医
療
証
の
継
続
の
た
め
に
は
現
況

届
の
提
出
が
必
要
で
す
。

　

子
ど
も
手
当
に
つ
い
て
は
、
３

月
ま
で
児
童
手
当
を
受
給
し
て
い

て「
み
な
し
認
定
」（
継
続
認
定
）さ

れ
て
い
る
方
は
、
現
況
届
の
提
出

が
必
要
と
な
り
ま
す
。
今
年
４
月

以
降
に
新
規
申
請
書
や
額
改
定
申

請
書
を
提
出
し
た
方
は
、
子
ど
も

手
当
の
現
況
届
を
提
出
す
る
必
要

は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

現
況
届
の
用
紙
は
６
月　

日
付

１７

け
で
、
手
続
き
が
必
要
な
方
へ
送

付
し
て
い
ま
す
。

用

語

解

説

　

◎
被
保
険
者
＝
国
民
健
康
保

険
に
加
入
し
て
い
る
方

　

◎
特
定
健
康
診
査
＝　

歳
～

４０

　

歳
の
被
保
険
者
へ
の
健
康
診

７４査
　

◎
特
定
保
健
指
導
＝
特
定
健

康
診
査
で
、
内
臓
脂
肪
型
肥
満

に
加
え
て
、
高
血
糖
・
高
血
圧
・

脂
質
異
常
と
い
っ
た
生
活
習
慣

病
の
危
険
因
子
を
持
っ
て
い
る

状
態
（
メ
タ
ボ
リ
ッ
ク
シ
ン
ド

ロ
ー
ム
）
と
判
定
さ
れ
た
被
保

険
者
へ
の
保
健
指
導

乳
幼
児
医
療
費
助
成
制
度
・
義
務
教
育

就
学
児
医
療
費
助
成
制
度
・
子
ど
も
手
当

現
況
届
の
提
出
は
お
済
み
で
す
か

義務教育就学児の医療費助成に係る２２年度（２１年分）所得制限額
厚生年金・各種年金加入者国民年金加入者等扶養親族等の数

５３２万円４６０万円０人
５７０万円４９８万円１人
６０８万円５３６万円２人
６４６万円５７４万円３人
６８４万円６１２万円４人
７２２万円６５０万円５人

※上記所得制限額未満の方が対象です。

国民健康保険に係る各種認定証の種類
医療機関に支払う、入院中の食事代の自己負担分が減
額されます。世帯主及び同世帯の国民健康保険加入者
全員が市民税非課税世帯の場合、申請に基づき交付さ
れます。

国民健康保険標準
負担額減額認定証

入院に係る一部負担金について、高額療養費相当額を
医療機関の支払い時に精算することを希望する世帯主
の方の申請に基づいて交付されます。一定期間国民健
康保険税を滞納している場合、交付できない場合があ
ります。

国民健康保険限度
額適用認定証

人工透析を要する慢性腎不全、抗ウイルス剤を投与し
ている後天性免疫不全症候群、血友病の治療時の一部
負担金を減額するために、世帯主の方の申請に基づき
交付されます。

国民健康保険特定
疾病療養受療証

障害者自立支援法に基づく精神通院医療を受ける場合
であって、市民税非課税の場合に申請に基づき交付さ
れます。

国保受給者証

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する
法律に規定する、いわゆる結核の治療時の一部負担金
を減額するために申請に基づき交付されます。

結核医療給付金受
給者証

※詳細は保険年金課緯４７０・７７３３へ問い合わせてください。

東久留米市国民健康保険の被保険者数各年度推移

東久留米市国民健康保険の保険給付費等各年度推移

20，000人
25，000人
30，000人
35，000人
40，000人
45，000人

21年度20年度19年度18年度17年度

0
1，000
2，000
3，000
4，000
5，000
6，000
7，000
8，000

21年度
(見込み)

20年度19年度18年度17年度

■保険給付費　■介護納付金　■後期高齢者支援金

※20年度から、後期高齢者医療制度が創設され、後期高齢者支援金の納付が開始

※20年度から、約9,000人が後期高齢者制度へ移行

■被保険者数
44,79244,792 44,82244,822 44,63444,634

35,63035,630 35,48835,488

6,7116,711 7,0557,055 7,5877,587 7,6577,657 7,7277,727

637637 649649 628628 558558 530530
1,4121,412 1,5621,562

単位：百万円

現況届が提出されないと…

革 革
６月分以降の
子ども手当が受
けられません

１０月１日以降の
医療証の交付が
できません


